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□
□ 有効性
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□
□ 有効性
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□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

一般事務事業 放課後子ども育成課

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

⑥

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

⑤

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

④

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 　本事業は、留守家庭児童育成室を整備、修繕することによって、育成室事業をハードの面から支え

ている。近年の入室児童数の増大に対応するため、小学校の余裕教室利用に加え、専用教室の建設
も検討しながら、施設確保に努めていく必要がある。
　一方で既存の育成室では施設や設備の老朽化等による児童の安全に対する懸念や、障がいのあ
る児童受入れのための施設のバリアフリー化等、早急な改善を要するところもある。
　今後は、老朽化した施設、設備の更新を計画的に行い、障がいのある児童も安心して過ごすことが
できる育成室の整備等を進める必要がある。

平成 30 年度

継続

実施区分

③ 育成室管理事業 放課後子ども育成課 留守家庭児童育成室の施設、設備の維持管理
市が独自に実施し
ている事務

（千円）

102,629
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 　共働き世帯の増加等、市民の働き方の変化に伴い、留守家庭児童育成室に対する需

要は急激に伸びてきている。しかしながら、児童の健全育成を担う指導員に不足が生じ
ており、直営方式による留守家庭児童育成室の運営だけでは質の低下が避けられない
状況である。
　事業の質を確保しながら需要の増加に対応していくためには、当面の目標である１２
育成室の委託へ向け、本事業を着実に実施していく必要がある。

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② 育成室運営委託事業 放課後子ども育成課 留守家庭児童育成室の運営委託
市が独自に実施し
ている事務

（千円）

255,964
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

　共働き世帯の増加等、市民の働き方の変化に伴い、本事業の実施意義はま
すます大きくなり、市民ニーズは増大傾向にある。さらに障がいのある児童の
受入れ拡充や、対象児童の年限延長など、今後も事業を拡大していく必要が
ある。

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 育成室事業 放課後子ども育成課
留守家庭児童育成室指導員を配置し、育成室を利用して放課後留守
家庭となる児童に対して適切な遊び及び生活の場を提供する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

860,770
※課題があるものは■

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

432 施策 放課後の居場所の充実

留守家庭児童育成事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 平成３０年度

1


